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２ 一般会計等財務書類４表 

 

本市の一般会計等における財務書類４表の概要は下記の通りです。 

 

（単位：百万円） （単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額 金額
１　固定資産 151,782 １　固定負債 71,466 経常費用 77,353
 (1) 有形固定資産 137,578  (1) 地方債 60,241 １　業務費用 29,464
 (2) 無形固定資産 6  (2) 長期未払金  (1) 人件費 9,872
 (3) 投資その他の資産 14,198  (3) 退職手当引当金 11,225   ｱ 職員給与費 7,500
  ｱ 投資及び出資金 2,143  (4) 損失補償等引当金   ｲ 賞与等引当金繰入額 521
  ｲ 投資損失引当金  (5) その他   ｳ 退職手当引当金繰入額 715
  ｳ 長期延滞債権 1,230 ２　流動負債 6,504   ｴ その他 1,136
  ｴ 長期貸付金  (1) １年内償還予定地方債 5,699  (2) 物件費等 18,908
  ｵ 基金 10,890  (2) 未払金   ｱ 物件費 12,866
  ｶ その他  (3) 未払費用   ｲ 維持補修費 1,962
  ｷ 徴収不能引当金 △ 64  (4) 前受金   ｳ 減価償却費 4,074
２　流動資産 6,276  (5) 前受収益   ｴ その他 6
 (1) 現金預金 2,510  (6) 賞与等引当金 521  (3) その他の業務費用 684
 (2) 未収金 359  (7) 預り金 284   ｱ 支払利息 246
 (3) 短期貸付金  (8) その他   ｲ 徴収不能引当金繰入額 59
 (4) 基金 3,407 負債合計 77,970   ｳ その他 380
  ｱ 財政調整基金 3,004 純資産の部 ２　移転費用 47,889
  ｲ 減債基金 403 １　固定資産等形成分 155,188  (1) 補助金等 32,345
 (5) 棚卸資産 ２　余剰分（不足分） △ 75,101  (2) 社会保障給付 10,091
 (6) その他  (3) 他会計への繰出金 5,223
 (7) 徴収不能引当金 純資産合計 80,088  (4) その他 230

資産合計 158,057 負債及び純資産合計 158,057 経常収益 2,834
１　使用料及び手数料 1,499
２　その他 1,335

純経常行政コスト 74,518
臨時損失 120
臨時利益 16

純行政コスト 74,622

（単位：百万円） （単位：百万円）

金額 金額
１　業務活動収支 2,946 前年度末純資産残高 78,105
２　投資活動収支 △ 2,644 　純行政コスト（△） △ 74,622
３　財務活動収支 △ 45 　財源 73,992
本年度資金収支額 258 　　税収等 38,180
前年度末資金残高 1,968 　　国県等補助金 35,812
本年度末資金残高 2,226 　本年度差額 △ 630

　資産評価差額
前年度末歳計外現金残高 2,637 　無償所管換等 232
本年度歳計外現金増減額 △ 2,353 　その他 2,380
本年度末歳計外現金残高 284 　本年度純資産変動額 1,983
本年度末現金預金残高 2,510 本年度末純資産残高 80,088

※端数処理により、合計と内訳が不一致の場合あり。

至　令和 ３ 年 ３ 月３１日
自　令和 ２ 年 ４ 月 １ 日
至　令和 ３ 年 ３ 月３１日

純資産変動計算書

自　令和 ２ 年 ４ 月 １ 日
至　令和 ３ 年 ３ 月３１日

行政コスト計算書バランスシート
（令和３年３月３１日現在）

資金収支計算書
自　令和 ２ 年 ４ 月 １ 日
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バランスシートの前年度との比較
（単位：百万円）

【資産の部】 ２年度
左の

構成比 元年度 増減額 【負債の部】 ２年度
左の

構成比 元年度 増減額

１　固定資産 151,782 96.0% 152,095 △ 313 １　固定負債 71,466 45.2% 71,400 66
(1) 有形固定資産 137,578 87.0% 137,641 △ 63 (1) 地方債 60,241 38.1% 60,190 51
(2) 無形固定資産 6 0.0% 16 △ 10 (2) 長期未払金
(3) 投資その他の資産 14,198 9.0% 14,438 △ 240 (3) 退職手当引当金 11,225 7.1% 11,210 15
  ｱ 投資及び出資金 2,143 1.4% 2,142 1 (4) 損失補償等引当金

  ｲ 投資損失引当金 (5) その他
  ｳ 長期延滞債権 1,230 0.8% 1,300 △ 70 ２　流動負債 6,504 4.1% 8,955 △ 2,451
  ｴ 長期貸付金 (1) １年内償還予定地方債 5,699 3.6% 5,795 △ 96
  ｵ 基金 10,890 6.9% 11,063 △ 173 (2) 未払金
  ｶ その他 (3) 未払費用
  ｷ 徴収不能引当金 △ 64 △0.0% △ 67 3 (4) 前受金
２　流動資産 6,276 4.0% 6,365 △ 89 (5) 前受収益
(1) 現金預金 2,510 1.6% 4,606 △ 2,096 (6) 賞与等引当金 521 0.3% 522 △ 1
(2) 未収金 359 0.2% 232 127 (7) 預り金 284 0.2% 2,637 △ 2,353
(3) 短期貸付金 1 △ 1 (8) その他

(4) 基金 3,407 2.2% 1,526 1,881
  ｱ 財政調整基金 3,004 1.9% 1,124 1,880
  ｲ 減債基金 403 0.3% 403 0
(5) 棚卸資産
(6) その他 １　固定資産等形成分 155,188 98.2% 153,622 1,566
(7) 徴収不能引当金 ２　余剰分（不足分） △ 75,101 △47.5% △ 75,517 416

純資産合計 80,088 50.7% 78,105 1,983

資産合計 158,057 100% 158,460 △ 403 負債・純資産合計 158,057 100% 158,460 △ 403

※端数処理により、合計と内訳が不一致の場合あり。

増減額

負債合計 77,970 49.3% 80,355 △ 2,385

【純資産の部】 ２年度
左の

構成比
元年度

【市民1人当たりのバランスシート】 （単位：千円）

２年度 元年度 増減額 ２年度 元年度 増減額

負債合計 479 491 △ 12

純資産合計 493 478 15

＊対象人口 162,615人 163,544人

資産合計 972 969 3

 

    ◎ バランスシートの分析 

資産総額 

令和２年度末の資産総額は１，５８１億円で、前年度と比較して４億円減少しています。これは、主に有形固定資産に

おいて、新たに計上した額が減価償却費を下回ったことなどによるものです。 

負債 

負債は７８０億円で、前年度と比較して２４億円減少しています。これは、主に前年度の繰替運用終了により、預り金

が減少したことによるものです。なお、資産に対する負債の比率は４９．３％となっており、前年度の比率５０．７％と比較

して１．４ポイントの減少となりました。これは、現在ある資産の翌年度以降の負担が減少したことになります。 

純資産 

前年度と比較して、資産は４億円減少したものの、負債が２４億円減少したため、純資産は２０億円増加しました。 

市民１人当たり 

市民１人当たりの資産は９７万２千円で、前年度と比較して３千円増加しています。 

また、市民１人当たりの負債は４７万９千円で、前年度と比較して１万２千円減少しています。 

有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率（償却資産の取得価額に占める減価償却累計額の割合）は、耐用年数に対して資産の取

得からどの程度経過しているのかを表す指標となるもので、償却資産の取得価額が２１２，０４３百万円、減価償却累計

額が１３６，６２０百万円なので、全体の有形固定資産減価償却率は６４．４％となります。 

※本指標の有形固定資産には償却資産のうち物品及び建設仮勘定を含まないものとします。  
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（参考６）施設別財務書類 

  
 公共施設における構成比が大きい市営住宅や学校関連施設のほか、施設運営等の検討を進めて
いくため、ごみ処理施設やときわ公園について、施設別財務書類の作成をしました。 

  各施設の純資産比率は 70％前後で、多くの自治体が 50～90％の間にあることから、およそ平均
的な値であり、資産形成における現役世代と将来世代の負担は良いバランスであるといえます。 
また、有形固定資産減価償却率は多くの自治体で 50～70％となることから、ごみ処理施設は老

朽化が進んだ状況であると考えられます。 
 さらに、行政サービスに係る経常費用に対する、サービスの対価として得られる経常収益の割 
合（受益者のコスト負担割合）は、多くの自治体の一般会計では 3～6％となります。 
 これは、行政サービスを提供するために発生するコストは税収で賄うことを基本とするためと 
考えられますが、個別施設については、継続的なサービス提供や受益者以外の方からも理解を得 
るためにも、受益者負担の適正化を検討していく必要があると考えています。 

 

（１）ごみ処理施設 

（単位：百万円） （単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額 金額

１　固定資産 2,510 １　固定負債 752 経常費用 2,305

 (1) 有形固定資産 2,508  (1) 地方債 70 １　業務費用 2,298

  ｱ 土地 58  (2) 退職手当引当金 682  (1) 人件費 719

  ｲ 建物等 2,321  (3) その他  (2) 物件費等 1,579

　ｳ その他 129 ２　流動負債 48   ｱ 物件費 1,121

 (2) 無形固定資産 2  (1) １年内償還予定地方債 10   ｲ 維持補修費 339

 (3) 投資その他の資産  (2) 賞与等引当金 38   ｳ 減価償却費 118

  ｱ 投資及び出資金  (3) その他   ｴ その他 1

  ｲ 長期延滞債権 負債合計 800  (3) その他の業務費用

  ｳ 基金 純資産の部 ２　移転費用 7

  ｴ その他 １　固定資産等形成分 2,510 経常収益 407

  ｵ 徴収不能引当金 ２　余剰分（不足分） △ 800 １　使用料及び手数料 313

２　流動資産 純資産合計 1,710 ２　その他 94

資産合計 2,510 負債及び純資産合計 2,510 純経常行政コスト 1,898

臨時損失

臨時利益 2

純行政コスト 1,896

※ごみ収集経費を含む

※ごみ収集経費を含む

至　令和 ３年 ３ 月３１日

行政コスト計算書バランスシート
（令和３年３月３１日現在） 自　令和 ２年 ４ 月 １ 日

 

施設概要等

162,615人

ごみ焼却場 198t/24h

リサイクルプラザ 70t/5h

33,688t

24台

人口

処理能力

じんかい収集量

ごみ収集運搬車両台数  

    ◎ バランスシート、行政コスト計算書の分析 

純資産 

純資産は１，７１０百万円となっていますが、固定資産等形成分が２，５１０百万円、剰余分が△８００百万円であり、費消可

能な資源の蓄積はありません。総資産は２，５１０百万円なので、純資産比率は６８．１％となります。（本年度普通会計ベース

は、５０．７％） 

有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は耐用年数の経過割合を示すもので、建物等で考えると、取得価額が１７，７７４百万円、減価償

却累計額が１５，４５３百万円なので、有形固定資産減価償却率は８６．９％となっており、前年度と比較して、０．５ポイント増加

しています。（本年度普通会計ベースは、６４．４％） 

純行政コスト 

純行政コストは１，８９６百万円で、市民１人当たりの負担額は１１，６５９円です。なお、受益者のコスト負担割合は 

１７．７％となります。 
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（２）ときわ公園 

（単位：百万円） （単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額 金額

１　固定資産 7,017 １　固定負債 2,077 経常費用 928

 (1) 有形固定資産 6,990  (1) 地方債 1,800 １　業務費用 872

  ｱ 土地 5,654  (2) 退職手当引当金 277  (1) 人件費 307

  ｲ 建物等 1,324  (3) その他  (2) 物件費等 558

　ｳ その他 12 ２　流動負債 206   ｱ 物件費 377

 (2) 無形固定資産  (1) １年内償還予定地方債 190   ｲ 維持補修費 96

 (3) 投資その他の資産 27  (2) 賞与等引当金 16   ｳ 減価償却費 85

  ｱ 投資及び出資金 10  (3) その他   ｴ その他

  ｲ 長期延滞債権 負債合計 2,283  (3) その他の業務費用 7

  ｳ 基金 17 純資産の部 ２　移転費用 56

  ｴ その他 １　固定資産等形成分 7,017 経常収益 69

  ｵ 徴収不能引当金 ２　余剰分（不足分） △ 2,283 １　使用料及び手数料 66

２　流動資産 純資産合計 4,734 ２　その他 3

資産合計 7,017 負債及び純資産合計 7,017 純経常行政コスト 859

臨時損失

臨時利益

純行政コスト 859

至　令和 ３ 年 ３ 月３１日

行政コスト計算書バランスシート
（令和３年３月３１日現在） 自　令和 ２ 年 ４ 月 １ 日

施設概要等

人口 162,615人

入園者数 54.8万人

公園面積 189.4ha

 

 

 

 

    ◎ バランスシート、行政コスト計算書の分析 

純資産 

純資産は４，７３４百万円となっていますが、固定資産等形成分が７，０１７百万円、剰余分が△２，２８３百万円であり、

費消可能な資源の蓄積はありません。総資産は７，０１７百万円なので、純資産比率は６７．５％となります。（本年度普

通会計ベースは、５０．７％） 

有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は耐用年数の経過割合を示すもので、建物等で考えると、取得価額が３，０４５百万円、減

価償却累計額が１，７２１百万円なので、有形固定資産減価償却率は５６．５％となります。（本年度普通会計ベースは、

６４．４％） 

純行政コスト 

純行政コストは８５９百万円で、市民１人当たりの負担額は５，２８２円です。なお、受益者のコスト負担割合は 

７．４％となります。 
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（３）市営住宅 

（単位：百万円） （単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額 金額

１　固定資産 20,667 １　固定負債 4,030 経常費用 1,200

 (1) 有形固定資産 20,632  (1) 地方債 3,918 １　業務費用 1,187

  ｱ 土地 10,321  (2) 退職手当引当金 112  (1) 人件費 112

  ｲ 建物等 10,157  (3) その他  (2) 物件費等 1,067

　ｳ その他 154 ２　流動負債 252   ｱ 物件費 324

 (2) 無形固定資産  (1) １年内償還予定地方債 246   ｲ 維持補修費 215

 (3) 投資その他の資産 35  (2) 賞与等引当金 6   ｳ 減価償却費 528

  ｱ 投資及び出資金  (3) その他   ｴ その他

  ｲ 長期延滞債権 40 負債合計 4,282  (3) その他の業務費用 8

  ｳ 基金 純資産の部 ２　移転費用 13

  ｴ その他 １　固定資産等形成分 20,667 経常収益 649

  ｵ 徴収不能引当金 △ 5 ２　余剰分（不足分） △ 4,275 １　使用料及び手数料 638

２　流動資産 7 純資産合計 16,392 ２　その他 11

資産合計 20,674 負債及び純資産合計 20,674 純経常行政コスト 551

臨時損失

臨時利益

純行政コスト 551

至　令和 ３ 年 ３ 月３１日

行政コスト計算書バランスシート
（令和３年３月３１日現在） 自　令和 ２ 年 ４ 月 １ 日

施設概要等

人口 162,615人

総管理戸数 3,273戸

入居戸数 2,858戸

入居者数 5,233人

 

 

 

 

    ◎ バランスシート、行政コスト計算書の分析 

純資産 

純資産は１６，３９２百万円となっていますが、固定資産等形成分が２０，６６７百万円、剰余分が△４，２７５百万円で

あり、費消可能な資源の蓄積はありません。総資産は２０，６７４百万円なので、純資産比率は７９．３％となります。（本

年度普通会計ベースは、５０．７％） 

有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は耐用年数の経過割合を示すもので、建物等で考えると、取得価額が２６，８４３百万円、

減価償却累計額が１６，６８５百万円なので、有形固定資産減価償却率は６２．２％となります。（本年度普通会計ベース

は、６４．４％） 

純行政コスト 

純行政コストは５５１百万円で、市民１人当たりの負担額は３，３８８円です。なお、受益者のコスト負担割合は 

５４．１％となります。 
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（４）学校関連施設 

（単位：百万円） （単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額 金額

１　固定資産 28,093 １　固定負債 8,616 経常費用 4,279

 (1) 有形固定資産 28,057  (1) 地方債 8,195 １　業務費用 4,237

  ｱ 土地 10,594  (2) 退職手当引当金 421  (1) 人件費 420

  ｲ 建物等 16,629  (3) その他  (2) 物件費等 3,792

　ｳ その他 834 ２　流動負債 565   ｱ 物件費 2,407

 (2) 無形固定資産  (1) １年内償還予定地方債 541   ｲ 維持補修費 589

 (3) 投資その他の資産 36  (2) 賞与等引当金 24   ｳ 減価償却費 796

  ｱ 投資及び出資金 4  (3) その他   ｴ その他

  ｲ 長期延滞債権 1 負債合計 9,181  (3) その他の業務費用 25

  ｳ 基金 31 純資産の部 ２　移転費用 42

  ｴ その他 １　固定資産等形成分 28,093 経常収益 226

  ｵ 徴収不能引当金 ２　余剰分（不足分） △ 9,181 １　使用料及び手数料

２　流動資産 純資産合計 18,912 ２　その他 226

資産合計 28,093 負債及び純資産合計 28,093 純経常行政コスト 4,053

臨時損失 1

臨時利益

純行政コスト 4,054

至　令和 ３ 年 ３ 月３１日

行政コスト計算書バランスシート
（令和３年３月３１日現在） 自　令和 ２ 年 ４ 月 １ 日

施設概要等

人口 162,615人

学校数 36校

学級数 503学級

児童生徒数 11,614人

  

 

 

 

    ◎ バランスシート、行政コスト計算書の分析 

純資産 

純資産は１８，９１２百万円となっていますが、固定資産等形成分が２８，０９３百万円、剰余分が△９，１８１百万円で

あり、費消可能な資源の蓄積はありません。総資産は２８，０９３百万円なので、純資産比率は６７．３％となります。（本

年度普通会計ベースは、５０．７％） 

有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は耐用年数の経過割合を示すもので、建物等で考えると、取得価額が３６，９２２百万円、

減価償却累計額が２０，２９３百万円なので、有形固定資産減価償却率は５５．０％となります。（本年度普通会計ベース

は、６４．４％） 

純行政コスト 

純行政コストは４，０５４百万円で、市民１人当たりの負担額は２４，９３０円です。なお、受益者のコスト負担割合は 

５．３％となります。 
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